
はじめに

本論の目的は，地域社会の活性化や防災や行

政情報をはじめとする地域情報の共有，地域ジ

ャーナリズム，表現の自由，コミュニケーショ

ンの権利１）を支えるインフラとしてのコミュニ

ティメディアのなかで，とくに「放送」に着目

し，市民メディアの業態における「非営利性」

についての検討を行うことである。１９９２年に制

度化されたコミュニティ放送２）は，２００３年の

NPO法人による初の免許交付以前は株式会社

で設立されていたが，２００９年４月末現在は２２７

局のうち１３局のNPO法人と１局の財団法人が
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ある。NPOが放送局を経営しているというこ

とはとりもなおさず，その局が「営利」組織と

は異なる理念にもとづいて設立されたというこ

とを意味しているはずである。

ところが現在，非営利運営の概念に揺らぎが

起きている。２００６年５月に新会社法が施行さ

れ３），配当のないことを前提とした営利目的で

ない会社の設立も可能になり，２００８年１２月には

公益法人改革が施行され４），公益認定が法人設

立と別の二段階の検討となった。また合同会社

（LLC）や有限責任事業組合（LLP）５）といった

出資と柔軟な配当が可能な組織形態も生まれて

いる。これらの形態は住民が主体となるコミュ

ニティビジネスに適しているといわれるその結

果，営利・非営利の境界を，事業の目的や内容

によるのか，構成員への配当といった分配によ＊龍谷大学経済学部准教授
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本研究は，公益法人改革や社会企業の認識の広がりから，コミュニティメディア，特に放送におけ
る「非営利性」の概念が揺らいでいることに注目し，今後，放送の公共性，公益性を判断する際，そ
こで検討すべき点を抽出することを目的とする。そのために，何故「非営利」概念に注目するのか，
コミュニティメディアの公益性を問うため，運営主体に求められる要素を検討する。そしてケースス
タディとして，１９６８年のTBS闘争に端を発する運動と事業の狭間に１９７０年創設されたテレビプロダク
ションの活動から設立理念や組織の主体性に立ち返る意義を確認した。
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るのかだけでなく，意志や態度や業態などをも

検討の対象とし始めている。その結果，特定非

営利活動法人（以後NPO法人）というだけで

は公益性を保障しないという理解が広がり，こ

の法人形態を取るコミュニティ放送局には，株

式会社との明確な「差異」が求められるように

なった。それに呼応し，株式会社立の放送局で

も所有や参加のあり方などにおいて，漠然と市

民も参加できるというだけでなく，放送電波の

公益的な利用についての説明責任が求められて

いる。

なお，この検討のために組合という名の株式

会社「テレビマンユニオン」に注目する。なぜ

ならば組合は広義の非営利セクターで，市民社

会の担い手と考えられているからである。この

制作プロダクションは１９６０年代末の「TBS闘争

（萩元・村木・今野）」の中から生まれた。そこ

に見る理念（ミッション），所有（オーナーシッ

プ），活動（労働），決定の方法に本論の検討の

指標を求める。

１－１．市民社会メディア（CivilSocietyMedia）,
地域メディア（communitybasedmedia）
における「非営利」の定義

世界コミュニティラジオ放送連盟によるコミ

ュニティラジオの定義には，非営利（non-

profit），非商業（non-commercial）の概念が明

示され強調されている。草の根の起源を持つそ

れらが資本に支えられることを否定するのはも

はや自明のことともいえる。

なぜ，国際的なコミュニティ放送の評価にお

いて，それらの概念が重視されるのか。海外の

研究や実践は，民主化や参加のためのコミュニ

ティメディアの定義の項目に「インディペンデ

ント」「非営利性」「非商業性」を挙げる。これ
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まで，鈴木みどり（１９９７）が紹介した「地域の

人々の利益に奉仕し，地域の人々の発言と参加

を積極的に奨励する非営利のラジオ」や，松浦

哲郎（２００８）が紹介する世界コミュニティラジ

オ放送連盟の定義「地域の要望に堪え，社会の

変化を促すことにより，地域の発展に貢献する

非営利型放送局」の示す如くである。

商業的な放送は，ときに放送の公共性を失わ

せる傾向を示す。「私たちの仕事は，ニュース

や情報を提供することでも，十分に研究された

音楽を提供することでもない。私たちの仕事

は，単に，顧客に商品を売ることなのだ」と全

米最大のラジオ運営会社のCEOが発言したこ

とを，Waltz（２００５）は，マスメディアが情報提

供より利潤を重視し，視聴者を広告主に売り込

むことを重視していると批判的である。様々な

社会サービスの提供は非営利であろうと，営利

であろうと人気のあるものは良いものだといえ

るが，こと，言論表現に関しては明確に違いが

ある。

世界コミュニティラジオ放送連盟理事長の

Buckleyら（２００８：３５-４３）のまとめによると，放

送の基本的な類型は，国営放送（Government

ControlofBroadcasting），公共放送（Public

ServiceBroadcasting），商業放送（Commercial

PrivateSectorBroadcasting），そしてコミュ

ニティ非営利放送（CommunityNonprofit

Broadcasting）の４つである。すなわちコミュ

ニティ放送が当然に商業放送とは対抗的に非営

利であるとされているのである。そして，「貧

困や排斥に直面する人びとのために働く特別に

発展的な役割を持つコミュニティ非営利放送

は，高度の参加があり，政策に影響力を及ぼす

回路を提供しうる」とする。その役割は国営放

送や伸張する商業メディアに対して選択可能な



ものを創造し，草の根社会運動や地域に足場を

もった組織が自身の抱える争点，関与，文化，

言語，を表現するために利用できるようにその

必要に応えることを促進することである。市民

社会組織による，政府から独立した設立である

ことが明示され，日本に数多い第三セクターと

しての位置づけ（金山２００７：４３-６７）は想定さ

れていない。

また，Rennie（２００６：３）は，コミュニティ

メディアについてボランティアの存在が決して

経費節減のためではないとし，非営利目的のた

めに特定の財源に依存せず財源を多様化するこ

とに務めるべきとする。

１－２．国内コミュニティ放送局の現況
営利性への評価を前提に

しかしながら，日本国内では，コミュニティ

放送が当然に非営利であるべきだとはされてい

ない。そもそも日本で「コミュニティ放送」の

制度が導入されたとき，非営利の運営を可能に

するような法人制度は存在しなかった。このよ

うな日本の特殊状況を問題視する視点が，本論

の出発点にある。

とはいえ，本論は基本的に営利性や商業性そ

のものに批判や問題を提示しない。むしろ敬意

を持って維持すべきひとつの営みであることの

認識は堅持したい。

協同組合を論じる際に柳田国男が「元来世人

は人前ばかり営利を目的とするといふことを卑

しむの癖あり，利を営むは人として当然の所行

なり，営利を目的とするが個人の普通の生活な

り，暴利を貪ると言ふが如き悪行には非ず，

我々が健全に生活するは一つには又国の為なり

利を営むは個人としても法人としても恥辱に非

ず」（柳田１９０７＝２００６：４８９）としたことを紹介
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しつつ「法人制度改革」を論じた林（２００８：６８）

の立場を筆者はとる。そもそも営利性と主体

性・自立性は相反しない。

ただし「金で買えないものはない」と述べた

IT経営者が民間放送株式会社の株式取得の一

件で反発をまきおこしたことは記憶に新しいが

あたかも私益と公益が交錯するような出来事で

あった。公共の電波利用における「株主や広告

主との関係性」「視聴率優先」という営利的な

ふるまいが，少数の声，コミュニケーションの

権利６）といった公益性を阻む要因として批判の

対象にされてきたことは触れておかねばならな

い。

さらに「法人自身が寄付金ばかりによらず自

ら生活し得べき一つの団体であるならば，……

営利法人という名で満足しておってはどうかと

思います」（柳田１９０６＝１９９１：２０１）。「営利は決

して卑しい語ではなく，自立自営ということで

あります。」（柳田１９０６＝１９９１：２０２）というこ

れらの指摘は，特定の財源や助成金・補助金の

みに依存することや，自前の事業やサービスを

有償化して自立可能になる努力を怠っている一

部のNPO法人には戒めとなろう。

もちろん「寄付」「助成金」「補助金」に財源

を求めること自体は，否定されるべきことでは

決してない。経済状況の悪化から広告収入が制

限されるなか，非分配原則というNPO法人の

ひとつの原則は理解されやすく，個人や企業の

「寄付」，自治体や財団の「助成金」「補助金」な

どの財源への到達の可能性が高まる。ふるさと

納税や定額給付金を財源にした新しい地域ファ

ンドやNPOバンクが，各地に地域活動への基

金を確保しつつある７）。こうした基金への申請

は放送局ではなく，プロジェクトとしての番組

制作主体も支えることができる。



同じく，広告についても本論では問題視しな

い。特定主体の広告費への「依存」は前項のよ

うに批判されるべきこととして，あらゆるメデ

ィアの存立において疑念を持つべきであろう。

しかし，商業広告以外にメッセージとしての公

共広告があり，また地域振興や地産地消という

公益性を考慮しコミュニティビジネスの担い手

であるNPO法人やNGO，社会企業体の参加や

紹介のために放送が使われることを視野に入れ

た，いわゆる大資本によるグローバリゼーショ

ンとは一線を画した広告もありうるはずであろ

う。しかしその際には，自由な言論表現を支え

るものとしての広告のあり方を追究することが

大前提となる。

１－３．場としての運営組織形態のあり方
本論では，メディアとジャーナリズムの担い

手が活躍する場の運営のあり方について論じ

る。なぜなら「記事」「映像」「語り」は記者や

カメラマン，レポーターの個人によってその

「場」において表現され，社会に立ち表れるか

らである。ジャーナリスト個人がどこに立ち，

何を語るかについてさまざまな制限を強い，彼

らの言論の自由に介入してきたのは，所属の組

織であり経営である。その多くは組織の外の資

本が所有する株式会社である。その状況に対し

て，メディアを運営する株式会社の労働組合は

長年戦ってきた。その資本は政治権力とも結託

しやすく，ジャーナリズムがどのような組織運

営に委ねられているかを無視して議論されては

ならない。編集権，著作権がどこに委ねられる

のか，放送法の再検討が迫られている。コミュ

ニティの小さなメディアといえども，そうした

問題と無縁ではありえない。

社会への貢献を持続可能にするならば，株式
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会社であろうと，合同会社であろうと，有限責

任法人であろうと，それらの法人形態は問題で

はないとした理解が共有されはじめている。し

かし「そもそも赤字経営の多いコミュニティラ

ジオでは，組織形態が特定非営利活動法人

（NPO法人）か否かを問う意味がない」という

見方は，NPO法人で立ち上げた人々の理念を

ないがしろにする虞がある。確かに坂田

（２００７）が指摘するように多くの商業的なコミ

ュニティ放送局において，十全な市民参加が実

現しているとすれば，法人形態そのものにこだ

わることはもはや意味をなさないとしても，放

送局を立ち上げようとした人々の理念やこだわ

りを議論の対象からはずしてしまうと，放送の

公益性を問う議論の有益な指標のひとつは失わ

れかねない。そうした局の設立者や関係者に

は，放送局というインフラの「所有」，「総会で

の決議」の手法，残余財産の処分の方法にこだ

わりを示す。また一般的にNPO法人のあり方

が寄付者やボランティアのインセンティブにな

り，一方で株式会社では起こりにくいことにも

気づいている。

また運営に苦戦するコミュニティ放送局が少

なくないなか，井上・三浦（２００７）はコミュニ

ティ放送局の発展を前向きに捉え，黒字経営・

マーケティングのノウハウだけでなく，株式保

有制限や，議決権について述べる。ここに代表

されるように，現場を励まし，運営者たちを力

づける提言に，少なくない研究者が取り組んで

きた（小内２００３，坂田２００３，金山２００７，松浦

２００７）。一方で，労働のあり方，局の運営への

参加の仕方についての論考は少なく，コンセプ

トの必要は述べられる一方，ミッション（理

念）には言及が少なかった。

NPO法人など非営利放送が新しい財源に到



達するには，住民参加を訴え放送利用料を放送

主体となる住民が負担することが最もわかりや

すい。場を支える手段として考えられたものだ

が，対価を用意しなければ放送できないとすれ

ば，それは住民の無条件参加とはいえないであ

ろう。一方で，受益者負担の検討も必要であ

る。

２．「テレビマンユニオン」が示した理念

ここまでの議論を前提に，株式会社という形

態をとる組織が，営利性の追求とは異なるミッ

ションを実現しえていた例として，序で予告し

た「テレビマンユニオン」の活動を取り上げ

る。

２－１．復刊『お前はただの現在にすぎない
テレビにはなにが可能か』

２００８年１０月，４０年ぶりに復刊された『お前は

ただの現在に過ぎない テレビにはなにが可能

か』は，成田国際空港建設反対運動の報道の内

容や手法が「偏向」と断じられ，処分された職

員の配転に起因する「TBS闘争」を萩元晴彦，

村木良彦，今野勉が記録，インタビュー，そし

て，回顧したものである。国内の状況のみなら

ず，フランスやソ連，チェコでジャーナリズム

が政治権力と対峙し生気を取り戻す経緯も描か

れ，６８年代のうねりが読む身に迫るドキュメン

タリーである。

「復刊が待ち望まれてきた名著」と解説の吉

岡忍が語るように，本論筆者を含む「遅れてき

た世代」にとって同書の初版はテレビの側の労

働運動を記した記念碑的文献でもあった。筆者

の所有する第６刷は闘争から１０年を経た１９７８年

のものである。両者を見比べたところ，漢字の
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使用に若干の違いはあるものの，本文に違いは

ないように思われる。しかし６刷には特筆すべ

き「１９７８年・三つのあとがき」があり，それは

初版本にはもちろん，復刊本にもない。

注目するのは著者のひとりである今野勉の次

の言である。

「お前はただの現在にすぎない」には，「ある視点

の欠落」があります。「あとがき」で補えるほど，

小さな問題ではないのですが，ぼく自身へのこれ

からの心づもりという意味を含めて，書きとめて

おこうと思います。

「開かれたメディアへの展望」とでもいいましょ

うか。それが欠落しているのです。いいかえれ

ば，テレビマンという専門技能者集団（本書にあ

っては，テレビ局の制作者とほとんど同義で使わ

れている）がテレビを担うというところに重点が

置かれ過ぎているのです。

この書き出しで今野勉は，テレビメディアに

固有の表現は専門技能者集団によってのみ得ら

れるものではないこと，あらゆる人々に開かれ

たメディアであることでテレビは固有の特性を

発揮する，という２点を強調している。これは

「パブリック・アクセス」の理念そのものであ

るが，このことを表現した文章は研究者として

アクセス権への言及をはじめた堀部（１９７９）と

ほぼ同時期に提示されていることに目を見張

る。それまでの新聞や放送の業界労働者によっ

て主張されてきた新聞・放送を「国民のものに

する」たたかいは，１９７０年代に入って編集権を

現場を持つひとりひとりの記者に編集権を持た

せようとする運動から，視聴者にメディアが開

かれることを求める運動を入れるようになって

きていた。



いわゆる「アクセス権」に人々を目覚めさせ

た堀部政男の『アクセス権とは何か マス・メ

ディアと言論の自由』の初版本が１９７９年，この

あとがきのころのことであり，ほぼ同時期にテ

レビ業界の中と外から，あたかも卵の雛と親鳥

が殻を内外からつつく「卒托」といった状況が

パブリック・アクセスをめぐる動きとして現れ

ていた。

さらに注目するのは，村木良彦の次の記述で

ある。

やがて私は，企業の側から「選ばれて」テレビ

制作者となる道を捨て，自分自身の力で職業とし

てのテレビ制作者を「選ぶ」道を歩こうと決意

し，放送局を退社した。（中略）もとよりこのこ

とは，制約のない自由な制作者になったことを意

味している訳ではない。強いて言えば，テレビを

つくることの意味をいまひとつシビアな地点から

考え直そうというプロセスである。自分自身の商

品化を含めたうえでの「自立」への道をふみだし

たにすぎないのだ。たとえば，いま私が拠点とし

ているテレビ制作者集団・テレビマンユニオン

が，ユニオンという名前をつけながら株式会社で

あるところに，私たちの理想と現実が象徴されて

いる。私自身，ディレクターやプロデューサーの

仕事をしながら，組織の代表取締役社長という重

責を担うという現在の自分を，９年前には想像す

らしていなかった。

上から与えられた仕事ではなく，自ら選んだ

仕事をするために作った制作組織が「株式会

社」であったことに村木のジレンマが感じられ

る。商業メディアが政治権力に寄り添ってゆく

ことへの抵抗と憤りから抜け出ようとした若者

たちに，社会から用意されていた器に選択肢は
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少なく，理念との相克に悩んだのだろう。しか

し彼らは，その少ない選択肢から理念に沿う組

織形態を主体的に選び取り，使いこなした。

２－２．自分自身の商品化を含めた自立
たとえば，彼らは商業性と縁を切ることはな

かった。制作集団である「テレビマンユニオ

ン」株式会社としての創設のころからの，彼ら

なりの覚悟を今野勉が『テレビの青春』に述懐

している。彼はのちにテレビマンユニオン・コ

マーシャルという制作会社も派生するようにな

るこの組織の設立前のインタビューで彼らの思

想について「職業の自立ということは，現状に

おいては，自己を全面的に商品化することをも

含んでいること」だと，率直に答えている。彼

らが当時『選択』した集団の形式『株式会社』

の定款にはCM/PR等の制作が含まれ「受注の

際の制限はない」とされていたという。

元TBS同僚の田英夫の選挙ポスターを受注

し，社会党代議士としての当選に協力したこ

と，同様に「創価学会」「自民系」の仕事の引き

合いもあり，それらに対しても「無節操」，「体

制的」，「退廃」という揶揄を受ける。

今野はいう。「膨大な日常作業をやりとげる

なかで，ぼくは，その不分明さを生きている。

体制的とか反体制的とか，節操とか部節操とか

の綾目もつかぬこの地点にいることが，（中略）

退廃なのかどうか，まだぼくには解らない。」

職能者に対して，批評家などが「純粋」だの

「芸術」だの「反権力」だのを要求してくること

に対して「矛盾に満ちた汚濁の唯中でしか，自

分の仕事ができないことを，誰よりも自分自身

が知っている」と発言したグラフィック・デザ

イナー粟津潔の激しい怒りを今野は紹介し，広

告と折り合いながらプロが表現することについ



ての苦悩への理解を説く。

その後，テレビマンユニオンから派生した

「TUC（テレビマンユニオンコマーシャル）」

は，日本経済新聞と資本関係にあるテレビ大阪

の開局にあたり，関西財界とも深く関わりなが

ら，ビジネス番組を手がけレギュラー化し長寿

番組とする。経営者やビジネスマンの苦悩と生

き様にスポットを当てるこの番組は，のちに

NHKが手がける「プロジェクトＸ」の企業物

語に先鞭をつけ，ビジネス成功物語とドキュメ

ンタリーの融合を目指していた８）。

２－３．民主的な営利組織 制作者が所有する
ことにこだわった株式会社

とはいえ，テレビマンユニオンに関わった

人々は，資本の論理に迎合し商業主義に浸りき

ったといえる訳でもない。

まず，彼らは彼らが所有する組織を作ろうと

し，２５名全員が出資した。一部，TBS，東通，

東洋現像所などからの出資があったが，１７００万

円の資本金の大半は彼ら自身の出資であり，彼

らの「所有」する組織を立ち上げた。社長を最

年長者の萩元晴彦に据えたものの，発起人７名

で作る運営機関を組織し，対等な立場で議論

し，決定したことは，プロデューサー，ディレ

クター全員参加の全体会議にかけられ最終決定

となった。「経営者と制作者という二元的発想

はすでに棄てられた」（２００９：４５６）のだ。

今野が起案した運営内則の理念は「テレビマ

ンユニオンの運営の理念，人間関係の理念は，

〈合議〉〈対等〉〈役割分担〉の三原則である」と

あり，株式会社ではあるが，会社法と別の原則

で運営され，３名を限度に代表取締役社長を選

挙で選ぶという組織である。

報酬体系も明確化され，クリエイティブな仕
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事をするための組織として使いやすい形に読み

替えたと今野はふり返る。

株式会社という形態が問題なのではなく，誰

の所有なのか，誰が運営を決めるのか，誰のた

めの組織なのか，それらを考え抜いた組織形態

が必要なのである。では表現者を抱える組織は

株式会社でも可能だ，と簡単に判断してよいの

だろうか。彼らの苦悩と工夫に学ぶことがある

はずである。今野が「現代のジレンマ」として

抜書きした谷川俊太郎のエッセイの一節は，そ

このところの苦悩をいかに共有するのか，制作

者すべてをジレンマに引き込むのである。

「私にとって言葉とは，ひとつの術であり，ひと

つの職業的な道具である。

いいたい放題をいって自らの告白癖や主張癖を

満足させる前に，詩人にも，他のすべての職業の

人間と同様に，人々を生かすという責任のあるの

を忘れてはならない。」

２－４．理念，所有，活動（労働），決議への参加
以上に述べたようにテレビマンユニオンは，

組織形態とその通例を超えて，商業メディアに

対抗する一つのオルタナティブなあり方を提示

した。

責任のある言葉で創造的な制作を実践すると

いうミッション，働くものが所有し，自前の資

本に自ら貢献するという自立経済，投票による

代表決定，議論を尽くすものごとの決め方は，

株式会社の常識とは異なっていた。

のちにそれが「ワーカーズ・コレクティブ」

であることを今野は内橋克人『共生の大地』に

見出す。内橋はそれを「使命共同体」と呼ん

だ。クリエイターとしての自分たちが営々と暮

らしていくための「自分たちが所有し，自分た



ちが運営し，自分たちが働く組織」。

コミュニティ・メディアは，この「自分た

ち」にあたる主体が「住民」であると考える必

要があるのではないか。表現者としての住民

が，コミュニティに営々と暮らしていくための

民主的かつ食べてゆける「住民が所有し，住民

が運営し，住民が働く（活動する）組織」。

運営者が住民を代表してマネージメントする

ゆえに，住民にオーナーシップが生まれ，自ら

支える者としても関与する。そのとき，相互に

支えるものとは，互いに有する「コミュニケー

ションの権利」であり，自治のための対話や討

議なのである。

さらに追究するならば，「住民が表現の方法

や内容を決め」，「住民が責任を負う」これを総

意で行うのか，参加市民が個々に負うのか，現

在の放送法にはこの選択肢がない。

３．非営利・非商業とコミュニティメディアの
親和性

３－１．市場性のない表現者
市民主義から創造主義へ

橋本務（２００８：９３-１１４）は，現在において経

済的に成功している創造性などはとるに足りな

い能力だとし，真の創造性は，決して経済的に

評価されることのない芸術活動にこそ宿ると

し，創造主義者は市場を媒介するとしても，け

っして利益と妥協しないとする。

「役立たずで歪な，あるいは有害かもしれな

い」基準に評価される「逸脱した才能」は，創

造主義者たちが評価するものであると橋本はい

うのである。

負債を負わされた人間の生身の姿を顕現する

ことは，「生きることの最も大切な意義」を表
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現する，とする橋本は，それらを理解するため

に，「受苦」として表現される潜勢力のパワー

やボルテージに関心を寄せるべきだとする。

コミュニティメディアは，この創造主義を受

け入れる必然がある。雇用や労働の既存の価値

基準や評価から抜け出し，創造主義に依拠して

住民のコミュニケーションを見渡せば，絶望で

はなく，希望を見出すことが可能である。

橋本に倣うならば，何よりもこの創造主義に

よって見出された対抗的な活動による自己実現

を，住民参加のメディアが拾い上げることで，

コミュニティに未来や希望が見出されることに

もなる。

その表現が経済的に評価されないまでも，労

働に切り捨てられた若者たちが復権するため

に，彼らの創造性にこそ期待できる装置が，コ

ミュニティメディアである。

３－２．大阪弁の詩「うちは何やろ」
反戦を貫いた随筆家 岡部伊都子さんが２００８

年４月２９日逝去した。岡部さんは，地方軽視の

思想は中央集権に毒されているとして反東京の

抵抗姿勢を持っていたが，自由を重視すること

から，地方性にしがみつくことや地方意識を嫌

っていたという。しかし，沖縄でふるさとを感

じてから，それまで見棄てていたふるさととし

ての大阪への愛惜が募り，１９７０年夏，ラジオの

仕事で初めての大阪弁の詩を書いている。「『こ

れはわたしの歌なんです』といってすぐに歌い

だせる自分の歌が欲しかった」女声合唱曲とし

て歌われる詞として，「わたしはわたしの大阪

弁とむかい会わねばならなかった」という。

のちに組曲となった「うちは何やろ」の一篇

“売ったらあかん”は，「何でも売る」商都大阪

のイメージに反して売ってはいけないと考える



ものが「ぎょうさんある」と編まれている。

友だちを 売ったらあかん

この恋を 売ったらあかん

子どもらを 売ったらあかん

まごころを 売ったらあかん

本心を 売ったらあかん

情愛を 売ったらあかん

信仰を 売ったらあかん

教育を 売ったらあかん

学問を 売ったらあかん

秘密を 売ったらあかん

こころざしを 売ったらあかん

大自然を 売ったらあかん

いのちを 売ったらあかん

自分を 売ったらあかん

自分を 売ったらあかん

この詩の直後に，安保条約の自動延長を傍ら

に開催された「巨大な人間物量のるつぼであっ

た万国博覧会が終わった」と岡部は続けた。１０

年間安保のなかにいなければならない自縛の錯

覚は，岡部をして「自分が自分と思えない」魂

の離れてしまった状態に至らしめた。もちろん

仕事で詩を書く岡部は，それを「売る」と考え

ることもできる。

高度成長社会はグローバリゼーション突入へ

の序章を告げ，万博と安保が岡部に何物かを

「売ってしまった」という寂寞感をもたらして

いることを，「うちは何やろ（私は何者なの

か）」と自問する歌に託したといえるだろう。

この自問は，日本の法人形態やコミュニティメ

ディアへの問いかけでもある。

対価と交換することを「売る」と考えればそ

れは商業的なる関係といえるが，資源を持ち寄
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って「支える」と考えればそれは商業性を脱す

る。

このように営利と非営利の境界は明確にする

ことが難しい。一般的なNPO法人の社会サー

ビスの多くは，ここへ来て非営利と営利を公共

政策的な観点から再検討を始めているが，日本

のコミュニティメディアは商業性と関係性にお

いて，現在もさまざまなジレンマを抱えたまま

喘いでいる。しかし，この不遇で中途半端な状

況から脱するには，同じコミュニティメディア

の運営に関わる人々が自らの定義を確立するこ

とから始めなければならないのではないだろう

か。（了）

注
１） 国際人権規約第１９条に盛り込まれたコミュニ

ケーションの権利は基本的な人権として日本で
は十分に認知されているとは言い難い。

２） 当時，日本では公益目的法人は民法３４条に依
る設立しか叶わなかった。

３） 合同会社LLP，会計参与の新設，有限会社の
廃止などを含む新会社法は，２００６年５月よりス
タート。

４） この公益法人改革で法人認証と公益認定は別
のものとなり，二段階の審査をうけることとな
った。

５） 住民がコミュニティビジネスの担い手として
法人を設立することに適しているとされる。今
回検討したさまざまな点でも合理的な側面を備
えている。とくにこれまで共益団体と理解され
ていた組合の非営利性と公共性が検討の対象と
捉えられてきている。

６） 世界人権宣言１９条及び国際人権規約１９条に掲
げられている。

７） 例えば最近ではコミュニティ基金として，
２００９年京都地域創造基金が生まれている。
http://plus-social.jp/

８） 日本経済新聞社の経済部記者がキャスターを
務めた番組「関西ビジネス最前線」関西企業の



経営者を毎回「ザ・マン」としてクローズアッ
プ，公私の活躍を紹介するもの。開局当時から
日経経済部がバックアップしたドキュメンタリ
ーとスタジオトークを組み合わせた番組。
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Abstract:Thisstudypaysattentiontotheconfusionoftheconceptof“Non-profit-making”inthe
communitybroadcastingfromthepublicservicecorporationreformandtheextensionofthe
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